
【 北部大阪都市計画（池田市決定） 】

用途地域・高度地区・防火地域及び準防火地域
の変更案について

令和７年２月

池田市 まちづくり環境部 都市政策課



都市計画変更の趣旨

◆池田市都市計画マスタープラン（R5年4月策定）

◆用途地域の区域界の整理

都市づくりの力点
・都市軸（国道沿道等）の機能向上のため、用途地域見直し

防災都市づくりの方針
・市街地の不燃化促進のため、準防火地域の拡大

都市施設の方針
・五月山緑地への民間活力の導入に向けた用途規制の緩和

都市計画道路の廃止（過年度実施済）等に伴う区域界の整理



用途地域（高度地区、防火地域を含む）の変更案について



用途地域区域界
の整理（河川護岸）

用途地域区域界
の整理
（都市計画道路）

五月山緑地
用途規制緩和

都市軸（国道沿道等)
用途地域見直し

用途地域（高度地区・防火地域含む）の変更箇所

五 月 山

池田駅

石橋
阪大前駅



木部町 用途地域の変更

現 行

第１種住居地域

整備前の河川護岸を基準に
区域界を設定



変更案

現状の河川護岸に基づき
区域界に変更

第１種住居地域

木部町 用途地域の変更



五月山緑地 用途地域の変更

五月山緑地区域
（五月山公園）

第１種住居地域

第１種中高層住居専用地域

近隣商業地域

商業地域

現 行

五月山動物園



変更案

20 20
10 10

6 6
10 10

1中高 １住居

第１種住居地域

第１種中高層住居専用地域

近隣商業地域

商業地域

動物園の再整備や民間活力
の導入に向けた用途規制の
緩和

五月山緑地 用途地域の変更

容積率

建蔽率



都市計画道路
計画線より25ｍ

都市計画道路の
廃止（H27年２月）

都市計画道路
計画線より25ｍ第１種住居地域

第１種中高層住居専用地域

近隣商業地域

第１種低層
住居専用地域

現 行

旧中央線沿道 用途地域の変更



変更案

道路中心線

道路境界より25ｍ
第１種住居地域

第１種中高層住居専用地域

近隣商業地域

第１種低層
住居専用地域

旧中央線沿道 用途地域の変更



現 行

第２種高度地区

第１種高度地区

旧中央線沿道 高度地域の変更



変更案

第２種高度地区

第１種高度地区

第１種住居地域に変更
する部分の指定解除

旧中央線沿道 高度地区の変更



現 行

都市計画道路
計画廃止(H２６年８月）

第１種住居地域

第１種中高層住居専用地域

近隣商業地域

商業地域

現 行

石橋阪大前駅西 用途地域の変更



変更案

道路境界より２５m

第１種住居地域

近隣商業地域

商業地域

第１種中高層住居専用地域

石橋阪大前駅西 用途地域の変更



現 行

防火地域

第２種高度地区

石橋阪大前駅西 高度地区・防火地域の変更



変更案

防火地域

第２種高度地区

第１種中高層住居専用地域に変更する部分
第２種高度地区に追加
防火地域の指定解除

第１種住居地域に変更する部分
防火地域の指定解除

石橋阪大前駅西 高度地区・防火地域の変更



都市計画道路
計画幅員変更
（H２８年２月）

都市計画道路
計画幅員変更
（H２８年２月）

第１種中高層
住居専用地域

現 行

第１種低層
住居専用地域

第１種低層
住居専用地域

第１種中高層
住居専用地域

第２種中高層
住居専用地域

第１種中高層
住居専用地域

都市計画道路の
計画区域線より２５m

宮之前東畑線沿道 用途地域の変更



変更案

道路境界より２５m

道路境界より２５m

第１種中高層
住居専用地域

第１種低層
住居専用地域

第１種低層
住居専用地域

第１種中高層
住居専用地域

第１種中高層
住居専用地域

第２種中高層
住居専用地域

変更案

宮之前東畑線沿道 用途地域の変更

道路境界より２５m



現 行

第１種住居地域

近隣商業
地域

近隣商業
地域

近隣商業
地域

第２種
住居地域

国道１７６号沿道・池田宝塚線沿道 用途地域の変更

商業地域



変更案

20 30
10 10

6 8
10 10

２住居 近商

20 20
10 10

6 6
10 10

１住居 準住居

準住居地域

近隣商業
地域

国道１７６号沿道・池田宝塚線沿道 用途地域の変更

近隣商業
地域商業地域

容積率

建蔽率

容積率

建蔽率



現 行

第２種高度地区

第２種高度地区

第１種高度地区

第１種高度地区

国道１７６号沿道 高度地区の変更



変更案

第２種高度地区

近隣商業地域に変更する部分
第２種高度地区の指定解除

第２種高度地区

第１種高度地区

第１種高度地区

国道１７６号沿道 高度地区の変更



現 行

第１種住居地域

第２種住居地域

第１種低層住居
専用地域

第１種中高層住居専用
地域

近隣商業
地域

商業地域

第１種住居地域

国道１７６号沿道（石橋阪大下交差点より南） 用途地域の変更



変更案

20 30
10 10

6 6
10 10

２住居 ２住居第２種住居地域

第１種低層住居
専用地域

第１種中高層住居専用
地域

近隣商業
地域

商業地域

第１種住居地域

国道１７６号沿道（石橋阪大下交差点より南） 用途地域の変更

第１種住居地域

容積率

建蔽率

豊中市域の国道沿道と
同じ容積率に変更



現 行

道路中心線

第１種住居地域

第１種中高層
住居専用地域

第１種住居地域

第１種中高層
住居専用地域

神田池田線沿道 用途地域の変更



変更案

道路境界より２５m20 20
10 10

6 6
10 10

1中高 １住居

第１種住居地域

第１種中高層
住居専用地域

第１種住居地域

第１種中高層
住居専用地域

準住居地域

容積率

建蔽率

神田池田線沿道 用途地域の変更



用途地域・高度地区・防火地域の変更面積

【高度地区】 第２種高度 現行 ５２３ha ⇒ 変更後 ５１８ha

【防火地域】 ２８ha （面積の変更なし）

【用途地域】 用途地域 容積率 建蔽率

100% 50% 178 ha 179 ha
150% 60% 1.4 ha 1.4 ha

　第１種中高層住居専用地域 200% 60% 467 ha 462 ha

　第２種中高層住居専用地域 200% 60% 19 ha 18 ha

200% 60% 157 ha 149 ha
300% 60% 0.4 ha 0.4 ha
200% 60% 63 ha 47 ha
300% 60% 0.7 ha 3 ha

　準住居地域 200% 60% 13 ha

　近隣商業地域 300% 80% 26 ha 40 ha

　商業地域 400% 80% 28 ha 28 ha

　準工業地域 200% 60% 69 ha 69 ha

　工業地域 200% 60% 47 ha 47 ha

計 1056 ha 1056 ha

現行面積 変更後面積

　第１種低層住居専用地域

　第１種住居地域

　第２種住居地域



準防火地域の変更案（指定拡大）について



池田市の防火に対する地域指定の現状（R7年2月時点）

【準防火地域】
近隣商業地域、一部の第２種住居地域に指定

【防火地域】
商業地域に指定

【法22条指定区域】
防火・準防火地域と近郊緑地保全区域を除く
区域に指定



大阪府下の準防火地域の指定拡大状況（R7年2月時点）

市街化区域内の建蔽率６０％以上の地域について、
原則として準防火地域の指定を促進

２１市町において準防火地域の指定を拡大済
（豊中市 防災街区整備地区計画を一部指定）

【大阪府都市計画区域マスタープラン等】

建蔽率６０％以上の地域は延焼確率が高くなり、
大規模な市街地火災となる可能性が高いことから、
延焼速度を遅らせるため準防火地域の指定を促進



準防火地域指定拡大に向けた取組み経過

Ｈ２４年７月 池田市都市計画マスタープランの策定
大阪府の方針に基づき、指定拡大の方針を位置づけ

Ｒ２年 ２月 池田市都市計画審議会 指定拡大検討案を報告
R元年6月建築基準法改正を受け、指定拡大の検討をスタート

Ｒ２年１１月 指定拡大案について説明会開催、意見募集の実施

⇒ コロナ禍における経済活動への影響等を踏まえ検討を延期

Ｒ５年 ４月 池田市都市計画マスタープランの改定
防災都市づくりの方針に、指定拡大の方針を改めて位置づけ

Ｒ６年 ２月 池田市都市計画審議会 拡大検討の再開を報告
アフターコロナへの転換や能登半島地震を受け、指定拡大を再検討



【参考】 （Ｒ２年度）準防火地域の指定拡大の検討案

◆ 建蔽率が60％以上の「住居系用途地域（風致地区と伏尾台を除く）」と
「準工業地域の一部のエリア」を準防火地域に指定する案を検討。

準防火地域面積 ２６ ha  ⇒ ６２５ ha

現 行 変更案

風致地区
（建蔽率40％）

準防火地域
に指定

第１種低層
住居専用地域
（建蔽率50％）

工業地域



【指定拡大の方針】

都市の不燃化を促進し、延焼火災に強い

市街地を形成するため、建蔽率60％以上の

地域に準防火地域の指定拡大していくことを

基本とするが、コロナ禍からの経済回復状況

や物価高騰等を踏まえ、当面の間は、都市

の骨格となる道路の沿道や、鉄道駅及び鉄

道沿線周辺等を準防火地域に指定するもの

準防火地域
に指定

準防火地域面積 ２６ha ⇒ ２５３ha

地区名

第２種中高層住居専用地域の地区 17.5 ha

第１種住居地域の地区 138.3 ha

第２種住居地域の地区 0.03 ha 43.1 ha

準住居地域の地区 12.9 ha

近隣商業地域の地区 26.4 ha 40.9 ha

計 26.43 ha 252.7 ha

現行面積 変更後面積

（Ｒ６年度）準防火地域の指定拡大の検討案



【用途地域（五月山緑地・木部町）の変更】
R７年 ３月３日～１７日 都市計画法第１７条に基づく案の縦覧

３月２７日 池田市都市計画審議会で変更案の審議

４月 １日 都市計画変更の告示

【用途地域（上記以外）、高度地区、防火・準防火地域の変更】

R７年 ３月２７日 池田市都市計画審議会で意見募集の結果報告

４～５月 意見等を踏まえ、変更案の修正 → 大阪府協議

６月 都市計画法第１７条に基づく案の縦覧

７月 池田市都市計画審議会で変更案の審議

（周知期間 ６か月間）

令和８年１月中頃 都市計画変更の告示 （告示日より規制適用）

都市計画の変更に向けたスケジュール案



都市計画の変更に向けたスケジュール案

R７年 R８年
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月

用途地域

　五月山緑地

　木部町

用途地域

　上記以外

高度地区

防火地域

準防火地域
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用途地域とは

〇住居、商業、工業など市街地の大枠の土地利用を定めるもの
〇指定された用途地域に応じて、建てられる建築物の「種類」、

「建蔽率」、「容積率」等が決められています

〇池田市では以下の用途地域を指定 （準住居地域は今回追加）

【出典：国土交通省】



用途地域とは

【建蔽率の制限】
〇敷地内に一定の空地を確保し、建物の採光、通風等を確保

【容積率の制限】
〇建物の密度を規制し、都市のインフラ負荷のバランスを確保

【出典：国土交通省】



高度地区とは

【高さの制限】
〇用途地域内において特に良好な市街地の環境を維持する

ことが必要な場合等に、高さの制限を定める地区

池田市では主に以下のとおり地区を定めています。
第１種低層住居専用地域 に 「第１種高度地区」
第１種中高層住居専用地域に 「第２種高度地区」

（高度地区の指定イメージ）
第１種高度地区 第２種高度地区

【出典：国土交通省】



防火地域・準防火地域とは

【防火地域・準防火地域内の建築物の構造制限】
〇市街地における火災の延焼拡大を抑制するため、地域内では建物

の規模に応じた防火性能が求められます。

〇耐火建築物、準耐火建築物等の場合、建蔽率が10％緩和されます。

〇床面積10㎡以内の増改築等も建築確認申請の対象となります。

【出典：国土交通省】



準防火地域内では、新築・増改築の建築コストは約10～15％ＵＰ

※ 区域に指定される前より既存する建物をそのまま使用する場合には、防火措置は
求められません。

なお、防火・準防火地域外（法２２条区域内）でも、屋根の不燃化、外壁・軒裏の
準防火性能が求められます。

木造２階建て住宅 防火措置の例


